
教育福祉常任委員会視察概要 
 
 
（１）旭川赤十字病院 －（平成２５年１０月１５日 午後２時から午後３時） 
  ○地域医療連携室の取り組みについて 
 
  （牧野院長から歓迎のご挨拶及び病院の概略についてご説明） 
    

本日はようこそお越しくださいました。 
この病院は、地域連携に関しては以前から力を入れています。この病院は脳卒中の患者

の方が非常に多い病院であり、いつまでも患者の方を置いておくと新たな患者の方の受入

が難しくなってしまうこともあり、患者の方を地域のほかの医療機関へ移さなければなら

ない状況があります。また、医師数も少ない病院であり、いかに効率的に運営していくか

ということが求められています。 
外来の方を減らすことを目指し、一方で多くの医療機関から患者を紹介してもらうこと

に２０００年頃から取り組んでいます。そういった取り組みの延長線上にあって、地域連

携システム、これは当院の電子カルテを地域の医療機関へ公開することを中心としていま

すが、こういったことから計画し導入したものです。 
今まで、当病院だけが行っていた電子カルテの公開という地域連携システムについては、

市内の公的５病院が一緒に行う取り組みを進めており、来年度からシステムを稼働させる

予定です。さらに可能であれば、救急医療の分野でもそういった情報をすぐに使えるよう

に、例えば、救急車でどこかの病院に運ばれた時にそこの病院においてある患者の情報を

リアルタイムで確認できるようなシステムまで構築していきたいと考えています。 
  
 （西沢委員長挨拶） 
 
 地域医療連携室の取り組みについて（新家地域医療連携室長からご説明） 
  
 ①病院概要 
  旭川市は北海道の中心に位置し、札幌に次ぐ人口を有しており、最低気温が一番低く、

雪の降る日が多い市であります。人口１０万人当たりの医師数は札幌市よりも多く、約２

００人となっています。 
当病院の運営方針としては、集積医療への特化、地域完結型医療の推進、救急医療の充

実及び一般病棟における急性期医療の充実を掲げています。地域医療連携室の設置は全国

的にも早かったと思っています。 
  当院は地域医療支援病院でありますが、地域医療支援病院とは、医療施設機能の体系化
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の一環として患者に身近な地域で医療が提供されることが望ましいという観点から、紹介

患者に対する医療提供、医療機器などの共同利用の実施等を通じて、第一線の地域医療を

担うかかりつけ医、かかりつけ歯科医等を支援する能力を備え、地域医療の確保を図る病

院として相応しい構造設備等を有するものとされています（所沢市では西埼玉中央病院が

該当）。これについては、各都道府県知事が個別に承認をすることになっています。 
 医療圏とは、病床の整備を図るために都道府県知事が定める地域で、段階に応じて第一

から三次まで設定されています。地域医療支援病院は２次医療圏に一つあることが望まし

いとされています。一次医療圏は市町村が単位で日常的な医療が提供される区域です。二

次医療圏は市町村をまとめた単位であり、比較的専門性があり入院を含む医療の提供が求

められる区域であります。三次医療圏は都道府県単位（区域が広いため北海道は６つ）で

最先端医療の確保が図られる区域です。 
旭川市が含まれるところは上川中部（かみかわちゅうぶ）といわれるところで、１市９

町が２次医療圏に入っています。北海道の地域医療支援病院に関しては、現在、９病院が

承認を受けています。当院は道内２番目に承認を受けています。承認要件としては、原則

として２００床以上有すること、紹介患者中心の医療を提供していることで、当院の紹介

率は平成２４年度で６４．５％、２５年度の４月から７月までで６７．５％となっていま

す。当院から地域の医療機関へ紹介した割合（逆紹介の割合）については平成２４年度が

５２．２％、今年度の４月から７月までで５６．６％となっています。当院は紹介率６０％

超かつ逆紹介率３０％超という要件を満たしていることから承認を受けています。ほかに

要件として救急医療の提供や設備、機器等を地域の医師等が利用できること等があります。 
 
②地域医療連携室及び旭川クロスネットについて 
地域医療連携室は、相談室や退院支援室及び訪問看護ステーションが一まとまりとなり、

２０１１年から医療支援センターとして運営しています。 
地域医療連携室には、事務職６名、ＭＳＷが２名います。ＭＳＷについては、医療支援

センター全体としては８名おり、課にとらわれず横断的に対応します。 
事務職は患者の方の紹介を担当しており、診療予約や設備等の共同利用、講演会の開催

や旭川クロスネットの運用等を行っています。ＭＳＷは、当院から転院先の病院の検索や

紹介を行っています。各医療施設の方と地域の医療連携及び機能分担をスムーズに行うた

めに各業務を行っております。 
 旭川クロスネットは、地域完結型医療を推進することを目的として、電子カルテの記載

事項についてインターネット回線を利用し、地域の医療機関や保険調剤薬局からそれを参

照できるようにした地域連携システムです。当院の電子カルテを、連携している医療機関

から閲覧できるようになっています。 
地域医療連携室の沿革としては、１９９９年に開設以来、医療機器（ＣＴ・ＭＲＩ）の

共同利用や登録医の募集の開始、開放病床の運用等を行っています。２００４年に地域医
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療支援病院の承認を受け、その後、２００５年に電子カルテシステム（富士通）を導入し

ています。２００８年の４月から地域連携電子カルテシステムを導入し、共同診療医の募

集を開始しています。２００９年には地域連携電子カルテシステムを「旭川クロスネット」

と命名しました。今後、旭川市医師会を中心とする「クリスタルネット」が稼働する予定

ですので、その際、ネットワークの合流等を現在検討しているところです。 
  旭川クロスネット（地域連携電子カルテシステム）は、当院の電子カルテの参照、紹介

状や逆紹介状の管理、地域連携パスの運用等が可能です。導入の経緯は、院内において電

子カルテの導入により情報の共有が可能となりましたが、地域の医療機関とも情報共有が

可能とならないかという議論があり、地域完結型医療の推進ということも念頭に入れ、地

域連携電子カルテシステムを導入したものです。 
  カルテの公開により、紹介状という診療情報提供書では伝えられない情報を補てんする

ことができ、転院先への情報の確実な提供や書類作成の負担軽減が実現できます。 
  こういったことは、通常であればインターネット回線を使用しますが、このシステムに

おいては特殊な回線を使い、セキュリティを高くしてカルテをご覧いただいています。利

用するには、インターネット環境の整備を行ってもらいますが、導入・管理費については   
当院が負担しています。導入の申込みがあれば、当院の職員が設定に伺います。 
全ての患者のカルテを閲覧できるわけではなく、紹介関係のある患者の方のみが閲覧の

対象となっています。診療状況提供書により、紹介された患者、逆紹介した患者の方が対

象です。 
包括的同意の考え方により、患者からの同意書はとっていません。カルテの公開に関し

ては、今日紹介状をお持ちいただくと１年前のカルテが１８０日後まで閲覧できるように

なります。１８０日後までのうち、１回でも閲覧されると、さらにそこから１８０日期間

が延びます。また、診療協力薬剤師への公開も行っています。 
  地域連携科・地域連携ホットラインも運営をしており、地域連携科は地域の医療機関か

ら旭川赤十字病院への患者紹介を円滑に行うために設置されました。地域連携ホットライ

ンを担当しており、地域の医療機関が旭川赤十字病院に患者の方を紹介する際の受け入れ

窓口の一つとして、また、受け入れの相談窓口としての機能を果たしています。 
 
 
 
＜質疑応答＞ 

 
 質疑 
所沢市は市民医療センターというところに地域連携室が設置されていますが、先ほど示

された５つの公的病院の中には市立の病院もありますか。また、その病院や行政との連携

もあるのですか。 
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  回答 
あります。市内の５病院とは隔たり無く連携しています。 
 

  質疑 
電子カルテの公開については、紹介関係のある機関に対して公開しているとのことでし

たが、ある資料には「但し、本人の同意を取ることにより公開は可能とした」との記載が

あり、一方でほかの資料では、「包括的同意の考えにより、患者からの同意書はとっていな

い」とあります。この点はどう理解したらよいですか。 
 
  回答 

包括的同意という考え方をとっています。これは、ある病院の医師が診療情報提供書を

書きますが、そこに示されていない情報については相手方の医療機関においてカルテを確

認してもらうことが可能であるということです。包括同意については、院内でもそういっ

たことを周知していますし、ホームページ上もお示ししています。さらに、入院した場合

には入院のしおり等においてもお示ししています。そういったことから賛同しているもの

とみなします。 
ただし、賛同いただけない場合には閲覧させないという対応を行います。 
また、それとは別に個別同意ということもやっています。それは、例えば、ある患者さ

んが診療所にかかり、その診療所の医師がこの病院の情報をほしい場合には、診療情報提

供書（紹介状）が作られませんので、文書で別に同意をいただきます。 
薬局の場合も同様です。調剤薬局へは処方箋を持っていきますが、そこに対してそうい

った紹介状は持っていきません。つまりは、こちらから調剤薬局へ紹介をしていませんの

で、包括同意にはあたらないことになります。調剤薬局の方で同意書を取っていただき、

こちらに送付いただくことで情報を公開することができます。 
 
  質疑 

ＩＣカード等を用いてどこの病院でも電子カルテの閲覧が可能となるようにする取り組

みについてはどう考えていますか。 
  
  回答 

そういった診療情報をどこの医療機関においても確認できるようにＩＣカード等を利用

することは良い方法であるとは思いますし、方向性の一つとしてはあるかと思います。 
ただし、それを実行するには、国においてしっかりと全国統一のカード等の規格を設定

するとともに、統一的な対応等を整備することが必要であると思います。 
この地区においてもそういたＩＣカード等を考えたこともありますが、カードの発行自

体に費用がかかるということ、また、せっかくできたカードでも、別に全国的なカードが

 - 4 -



できてしまったら利用できなくなってしまいますので、現時点では当院が実施に向けて動

くには時期尚早であると考えます。 
それに対して、現在のネットワークにおいて情報を伝えることは、まずは、地域の中で

完結させる認識でいます。それは、患者の方にとって、医療を受ける際の移動というのは、

あまり遠くまで行くことよりも、その地域の中での少ない移動であることが適切であると

考えるからです。 
医療というのは、病院単独ではなく、地域の中の資源を上手に活用することで、ある程

度完結できる面があります。そこにおいては円滑な情報共有が重要であり、そのためにネ

ットワークをつくり、さらに、このネットワーク自体は、ほかのネットワークにつなぐこ

とで、ほかの地域の医療機関の情報でも利用できるようにすることは物理的には可能です。   
いずれにせよ、国において全国的な方針がなければ動けない面があります。 

 
  質疑 

地域連携パスが脳卒中と大腿骨頸部骨折について進んでいるようですが、今後はどうい

った分野を検討していますか。また、地域連携に取り組まれて約９年が経ったわけですが、

今後の課題はどう考えていますか。 
 
  回答 

地域連携パスについて、脳卒中と大腿骨頸部骨折を対象として運用しているのは、診療

報酬の関係です。この二つのパスの特徴は、急性期病院からリハビリ病院への一方通行的

なパスであることです。今後はこういった一方通行的なパスはそれほどできないのではな

いかと思います。 
これからのパスは、一つはがん診療のパス、これは国においても運用を進めていますが、

例えば基幹病院がやったあとのフォローを回復期病院がいったん担い、また時期がきたら

基幹病院に戻すといったこと、また、外来レベルのパスも考えられるわけです。 
がんのパスは既にやっているところもありますし、この病院でもそれを実施しようと思

っています。また、現在北海道で行っていますが、在宅型のパスについても、開業医まで

含めたパスを進めています。これは、脳卒中の場合には、リハビリや二次予防が重要であ

り、開業医を含め情報伝達が双方向になるように制度を運用していきたいと考えています。 
 
  質疑 

医療費削減についてはどう考えていますか。 
 
 回答 
医療費の削減について、その前提として、必要な医療はきちんと提供しなければいけな

いと考えています。その上で、医療をいかにコンパクトに効率的に提供するのか、という
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ことを考えると、例えば入院期間を短くするということが言えるかと思います。 
この病院において、入院単価は約７万円です。おそらく、所沢市の病院は６万円や５万

円台のところがあるかと思いますし、それは一般的であると思います。当院は単価の高い

病院と言えるかもしれません。 
しかし、例えば、ある病気で治療をするのに、Ａ病院は４日で退院させ、Ｂ病院は１週

間かかるとします。Ａ病院について、１日あたりの入院費を７万円とすると、総額では２

８万円です。Ｂ病院については、１日あたりの入院単価を５万円としても、総額では３０

万かかります。当院は入院一日当たりの単価は高いかもしれませんが、総額の医療費では

低額とすることも可能です。私は、そういったことがこれからの医療の方向であると考え

ます。 
また、そのために無駄なベッドをなくす努力も必要です。この病院は現在５６０床の病

床を運用していますが、稼働率は８０％程度です。旭川市内には公的病院が５つあります

が、多くが６００床を有する規模の病院であり、市内の公的病院で約３０００床が存在し

ます。私の考えとしては、旭川で必要な病床数は２０００床を切ると考えています。これ

から１０年程度で、それぐらいまでスリムになる必要があると考えます。 
そのために、公的病院が今後どうするのかということをしっかりと行政を交えて考えて

いく必要があると考えます。余分なベッドがあると無駄に入院させようとしてしまいます。  
ただし、スリムになっても医療スタッフの数は減らないと思っています。というのは、

在日数を短くしてもそれなりに手がかかりますので、その分高い単価になるのはやむを得

ないと考えています。そういった高い単価をいただけるだけの病院にならなければならな

いと思っています。 
 
  質疑 

入院日数をなるべく短くするにあたり、すぐに在宅に移行できない方もいらっしゃるわ

けですので、そういった患者の方を受け入れる病院を、ＭＳＷが後方連携という形で探し

ていかなければいけないと思いますが、そういった連携は円滑に行えていますか。 
  
  回答 

円滑に行えるように努力していますし、全国的には円滑に行えていると考えています。

地域連携及び医療連携は地域医療連携室という形で始まりました。ただ、今必要なのは地

域医療連携ではなくて、「地域医療介護連携」であると思っています。  
  そのために、医療支援センターを数年前に開設し、退院調整室も設置しました。現在、

この地域は所沢よりも高齢化が進んでいます。やるべきことは、入院と同時にその患者の

方の状態を把握し、退院後の対応等を入院と同時に検討し進めていくことです。身体的な

問題、経済的な問題等、多角的に一人の患者さんをみて、例えば、一人暮らしの方が脳卒

中になった場合、その方がリハビリを希望すればリハビリ病院を探し、リハビリをするほ
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どではないにしても一人で身の回りのことができない場合には介護が必要となりますので、

そういったことを考慮し連絡を取りながら総合的に対応を行うことが重要です。 
 
 

以上で質疑応答を終了し、近藤副委員長のお礼の挨拶の後、旭川赤十字病院の視察を終

了した。 
      
 
 
 
 
（２）共働学舎新得農場 －（平成２５年１０月１６日） 
  ○障害者就労の取り組みについて 
    当日は、台風第２６号による風雨・積雪等の影響により公共交通機関が大幅に乱れ、 

目的地への移動ができなかったことから新得農場の視察を中止しました。 
なお、後日、共働学舎新得農場からは資料をいただきました。 

 
 
 
 
（３）小樽市 －（平成２５年１０月１７日 午前１０時から正午） 
  ○小樽・北しりべし成年後見センターについて 
 
  （田中議会事務局長から歓迎のご挨拶及び市の概略についてご説明） 
 
  おはようございます。事務局長の田中でございます。本日は小樽市にお出でくださいま

してありがとうございます。 
小樽市の話を簡単にさせていただきます。現在、人口は約１２万７，０００人です。昨 

 年、市制施行９０周年でしたが、北海道では大正１１年に、函館市、小樽市、札幌市の市

制が施行されました。 
大正９年の第１回の国政調査の際、日本の総人口は約５，６００万人であり、現在の半

分以下ですが、その当時の北海道の状況としては、一番人口が多いところが函館市で約１

４万４，０００人、次が小樽市で約１０万８，０００人、その次が札幌市で１０万２，０

００人でした。旭川市は６万１，０００人でした。 
小樽市は金融関係を中心として発展し、その当時から金融機関が多くあり、その建物は

歴史的建造物として小樽のまちづくりの一つの目玉になっています。人口は昭和３９年が
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ピークで、２０万７，０００人までいきましたがそこから減少していき、現在では、１３

万人を切っています。 
議会のたびに人口対策はどうにかならないのかというご質問が出されますが、移住施策

等を行ってはいるものの、歯止めがきかない状況です。昨日は帯広では雪が積もりました

が、小樽市は１１月のあたまに初雪がちらほらと降り、本格的に積もり始めるのは１２月

頃からです。 
  ここで、少し観光のＰＲをさせていただきたいと思います。こちらは小樽市のポスター

ですが、冬のイベントとして、２月の上旬に小樽雪あかりの路というイベントがあります。

市民のボランティアの方約３，０００人の方にご協力をいただいています。１０日間の開

催期間中、５０万人程度の観光客が訪れます。札幌雪祭りの時期と連動する設定にしてお

り、今年の２月で第１５回目です。 
また、小樽市には小樽商科大学があり、伊藤整（いとうせい）という文学者がおります

ので、小樽市では伊藤整文学賞というものを主催しています。これは、『雪明りの路』とい

う作品があることから、その名をいただいたものです。 
札幌市の雪祭りはダイナミックな雪像ですが、小樽市はロマンチック路線で売っていま

す。この期間中、韓国の若い方が５０人程度、小樽市へ合宿でボランティアのために来て

くださり、運営を手伝っていただいています。 
小樽市は山あり、海ありですが、これからは雪の季節であります。小樽市の除雪費の当

初予算は約１０億円です。昨年は１２月に非常に多くの雪が降りましたので、過去最高の

約１５億円の費用がかかりました。これからの季節、私どもは雪の降り方に一喜一憂する

ことになります。ちなみに札幌市では、当初予算で約１５０億円を除雪費として計上して

います。昨年は３回の補正を組み、約２２０億円の費用がかかりました。これは、北海道

の各自治体にとって大変な状況です。 
  本日は成年後見センターの話をさせていただいておりますが、当市は高齢化率も約３

４％であり高くなっています。 
  現在、私どもの議長は視察で秋田へ行っているところであり、ご挨拶ができませんが、

くれぐれも皆様方へよろしく伝えてほしいということで承っております。 
それではどうぞよろしくお願い申し上げます。 

 
 
（西沢委員長挨拶） 
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小樽・北しりべし成年後見センターについて 
（森介護保険課長からご説明） 

 
 ①設置の目的 
  認知症や知的、精神障害等により判断能力が十分でない方に対して、安心して住みなれ

た地域での生活や尊厳のある生き方ができるよう、成年後見制度等の利用促進を図るとと

もに権利擁護に関する総合的な相談や支援をすることにより、地域福祉の向上に資するこ

とを目的とするものです。 
 
 ②特色 
  本センターは、小樽市、積丹町（しゃこたんちょう）、古平町（ふるびらちょう）、余市

町（よいちちょう）、仁木町（にきちょう）、赤井川村（あかいがわむら）の北しりべし６

市町村を圏域とした広域での成年後見制度の健全な利用促進を図る拠点として、平成２２

年４月１日、小樽市社会福祉協議会に開設しました。社会福祉協議会で開設した経緯は種々

ありますが、法人後見を受任するにあたって市役所では直営でできないため、どこかの法

人に依頼する必要があったことから、社会福祉協議会が適当であろうと考え、そこで受け

ていただくことになりました。 
 
③後見センター設置に至った経緯 

  高齢化率が３０％を超え、自立した生活が難しくなる認知症高齢者のほか知的・精神障

害者を含め多くの方々の安心・安全な生活を確保するための仕組みづくりが喫緊の課題と

なっていました。なお、平成２５年９月末で現在で、３４．１％という高齢化率になって

います。 
  小樽市及び北後志（きたしりべし）５町村（余市町、古平町、積丹町、仁木町、赤井川

村）のエリアで成年後見人として活動していた弁護士、司法書士、社会福祉士などの専門

職後見人は、絶対数が不足していることに加え、一人当たりの担当件数も多く、近い将来、

対応しきれない状況を迎えることが容易に予想されていました。限られた専門職しかおら

ず、かつ高齢者が多いので、限界の状態でした。 
そのため、後見人の養成と活動の支援を担う成年後見センターの設立が急務であるとの

結論に至り、市内の専門職が中心となり、平成２０年２月「小樽市における成年後見セン

ター設立及び市民後見人養成についての検討委員会」が発足しました。困っている専門職

が中心となり、そういった会を作り上げたものです。 
市内の認知症高齢者、知的・精神障害者施設等を対象としたヒアリング調査では、潜在

的需要の多さが明らかとなり、平成２１年４月「平成２０年度調査報告書」が検討委員会

から小樽市に提出され、１０月末に正式に小樽市の社会福祉協議会に対しセンター設立の

要請がありました。 
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  時系列で申しますと、平成２０年２月に検討委員会ができ、２１年４月に小樽市に報告

書が提出され、１０月末に社会福祉協議会へ要請を行い、２２年４月１日にセンターの設

置に至りました。検討委員会の設置後、約２年でセンターが設置されたという状況です。 
平成２２年度の事業開始に向け、短期間での準備作業を始めました。また、大都市と違

い、専門職の確保が難しく、広域市町村での取り組みが必要であるとして、国の定住自立

圏構想により小樽市を中心地とした北後志（きたしりべし）６市町村で実施されることと

なり、平成２２年４月、小樽市の中心商店街の一角に地域包括支援センターと同居で設置

することとになりました。 
  小樽市と５町村がそれぞれ協定を結び、それぞれの市町村で負担金を小樽市社会福祉協

議会へ拠出しています。小樽市社会福祉協議会の中には、成年後見センター及び運営委員

会と事務局が中核としてあり、外部組織として監査委員会（会計監査）及び適正委員会（セ

ンター運営の監視）があります。  
  相談件数については、平成２２年度が４９８件、２３年度が４２０件、２４年度３３６

件となっており、各年度の相談件数の約８割以上が小樽市の住民が相談をしている状況と

なっています。余市町（よいちちょう）と古平町（ふるびらちょう）は若干の相談件数が

ありますが、年度によっては相談のない町村もあり、町村間の温度差が生じている面もあ

ります。 
  相談を分野別にみると、認知症、精神障害、知的障害、不明の４項目の分類のうち、２

２年度は認知症が２７３件、精神障害が４９件、知的障害が３２件、不明が１４８件とな

っており、認知症の相談が約５割から６割を占めている状況です。２２年度において不明

の件数が多いのは、後見センターがどういったものかということがなかなか理解されてい

ない部分があったことから多くなっている状況です。 
  後見受任件数ですが、種類別としては、後見が２４件、補佐が５件、補助が２件となっ

ており、全体の３１件のうち後見相当とされる方が約８割を占めている状況です。市町村

別の後見受任では、３１件に対して小樽市が２９件で約９４％を占めています。 
  成年後見センターへの相談に関しては、小樽市の方のみということではなく、いろいろ

な居住地の相談が来て、６市町村に限った相談ではない状況になっています。相談される

方の居所の中にはニューヨークの方もいらっしゃいます。例えば、ニューヨークにお住い

の息子さんが小樽市にお住いのお母さん、お父さんの金銭管理が心配であるといった場合

の相談も想定できます。そういった相談に対して、後見センターは後見を付けることを考

えることを検討します。仮に、親族の誰かが金銭を搾取しているのではないかという通報

があれば、後見センターは後見を付ける必要があるかを検討し、経済的虐待があるのかな

いのかということについては、市町村に通報がきます。市町村、地域包括支援センターと

後見センターとで連携して問題に対処していくこともあります。 
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④後見人の育成・活動支援について 
  センター設立に先駆けて、数年前から小樽市高齢者懇談会「杜（もり）のつどい」にお

いて、市民後見人養成事業が行われていましたが、平成２２年度からは、小樽市において、

当センターが市民後見人養成講座（基礎編、実践編）を開催し、また、平成２３年度には、

余市町社会福祉協議会が、また、平成２４年度においては小樽市社会福祉協議会が６市町

村圏域の住民を対象に養成講座を開催しました。 
専門職だけでは後見の受任が難しく、市民後見人を育てながら受任をしていきたいため、

実は成年後見センターができる前に高齢者の集まりである「杜のつどい」において積極的

に市民後見人養成事業が行われており、勉強会が開かれていたという土台がありました。  
そういったものを利用しながら、センターの市民後見人を養成していきました。当初、

協力専門職は９名、市民後見人は１２名でしたが、現在では、事務局専門職３名と登録し

ている市民後見人２９名が中心となり後見業務等にあたっています。今後も増加が見込ま

れる後見需要に対応するため、市民後見人をいかに養成し、さらにスキルアップを図って

いくかが最も重要なことであると考えています。 
  市民後見人養成講座については、今後５町村の申し立ても増えると思われ、小樽市内だ

けでなく、５町村の方々もさらに育成し、登録したいと考えています。 
  現在の市民後見人の登録人数は４９名で、小樽市が４０名、余市町が６名、仁木町が２

名、赤井川村は１名となっており、年度別では、平成２２年度が２３名、２３年度が６名、

２４年度が２０名となっています。 
  このうち、現在１９名が活動中で、４人を担当している方が１名、２人を担当している

方が３名となっています。平成２５年度は、市民後見人が一定程度養成されたため、市民

後見人の在り方を行政と運営委員会で協議することになっています。 
 
 
⑤市民後見人のフォローアップ、資質向上研修等について 

   
ⅰ フォローアップ講座等 

  登録している市民後見人のスキルアップを図るため、勉強会を継続します。その中で、

具体的な後見事務についての研修も行います。毎年スキルアップを図る勉強会だけはやっ

ていこうと考えています。 
  

ⅱ 指導、監督等 
  専門職による指導・監督は、養成・フォローアップ講座においてお願いしています。な

お、個別ケースの指導、監督は、事務局が担います。養成講座の中で、専門職が指導した

り、フォローアップをしてもらっています。 
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  ⅲ 市民後見人の交流会「ほたる」 
  これは市民後見人同士の相互研鑽の場として、毎月開催のフォローアップ講座に合わせ

開催します。市民後見人として登録している方の中で、「ほたるの会」という交流会、いわ

ゆる仲間意識の醸成のため、また、なかなかほかの市民後見人がどのような活動をしてい

るかわからない面もあることから、情報交換の場としてほたるの会をつくったものです。 
  
 
 ⑥定住自立圏の形成に関する協定を締結している他町村との連携状況について 

毎年２回（５月、１０月）事務担当者会議を開催しています。５月には決算、１０月に

は次年度予算の審議により、各市町村の負担金を決定しています。 
  平成２５年度の成年後見事業の特別会計の資金収支予算書では、「受託金収入」のうち「小

樽市受託金収入」は０円となっています。前年度は２００万円でした。前年度に国の補助

事業を利用して市民後見人養成講座を小樽市が受託し、社会福祉協議会において市民後見

人養成講座を開催しましたので、国から２００万円の補助金が出ました。平成２５年度に

ついては、市民後見人の養成は一定程度の成果を得ましたので、講座を開催していないた

め０円となっています。事業収入のうち、「参加者収入」について、養成講座を受けた人か

ら一定程度の会費を取っています。 
「後見報酬収入」は４６８万円となっています。後見受任すると、家庭裁判所で後見し

た方に報酬を設定しますが、後見センターが受任して市民後見人に受けてもらうため、そ

の際、その報酬がセンターに入ってきます。生活保護の受給者の方や低所得でその報酬を

払えないという方もいますが、小樽市の成年後見制度利用支援事業というものがあり、低

所得者であるためにこういった制度を受けられないということはありませんし、センター

としても収入が一切ないということにはなりません。 
  次に、「負担金収入」について、現在、６市町村が拠出する負担金は、２，０８７万３，

０００円となっており、合計で約８割が各市町村の負担金で賄われている状況です。次に

「人件費支出」は２，０６１万９，０００円となっていますが、総予算の約８割はこの人

件費です。「事業費支出」の支出項目における「報酬」については、１８４万８，０００円

となっています。センターへは家裁の報酬の決定により収入が入ってきますが、例えば、

１万円に対して、市民後見人の活動に月４千円を支払っている場合、センターへは６千円

が入ってきます。この１８４万８，０００円は市民後見人等へ払っている報酬が支出とし

て出ているものです。予算としては大体このような形になっています。 
  ６市町村で負担金をどのように按分しているのか、ということについて、２，０８７万

３，０００円を人口按分と受益按分という考えから、単純に高齢者人口の按分とどれだけ

センターを使っているかということを考慮した計算式に基づいて出しています。小樽市は

約１，７００万円を支出しています。この点について、６市町村の事務担当者レベルでは

理解している数字ですが、まったく使っていない町村については、そこの財政当局がなか
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なか理解していない面もあるようです。制度を利用していない年もあるのに負担するのか

といった議論があるようです。この負担金については、毎年毎年上がっている状況です。 
 
 ⑦運営委員会 
  成年後見センターの運営委員に余市社協の方、古平町の担当課長に就任していただき、

センターの運営に直接携わり、センターの課題等の共通認識を持つことにより、６市町村

のセンターに係わる事業運営等の温度差の解消にも努めています。 
当初は、市町村の課長等は入っていませんでしたが、これだけの運営費がかかるように

なってきて、負担も増加している中で、やはり５町村の担当者にも入っていただかないと

なかなか理解が得られないだろうということから、センターの温度差の解消を図るために

も入っていただいた経緯があります。また、６市町村が一致団結してやらなければならな

いものですので、単純に相談者や後見受任がいないから抜けるという話にはならないであ

ろうことから、５町村の代表として古平町の担当課長に入ってもらいました。 
 

⑧今後の課題について 
 センターの設立当初は、専門職と市民後見人の複数後見で業務を担い、後見開始時の複

雑な手続きは専門職が担当し、数カ月後のルーティーン業務は市民後見人が担当すること

としましたが、この扱いは、専門職の業務多忙により２年で破綻となりました。現在は成

年後見センターの事務局職員と市民後見人の複数で当たっていますが、業務量が増えると

事務局職員の体制強化が必要となり６市町村の負担金が増加することとなります。小樽市

に比べ、利用者の少ない町村の負担金が増えることの理解が得られるかどうかが課題です。 

５町村の利用率も増加していけば、これだけ利用があるのだから、負担することについて

も理解が得やすいと思いますが、何も利用していないのに負担金が増加していくことは５ 
町村の悩みです。 

  現在実際に業務にあたっている市民後見人の方は１９人です。市民後見人の養成は急務

であるとともに、現在活動している方のスキルアップを図らなければならない状況です。

小樽市のやり方は、市民後見人の方がある程度中心となって後見活動を実施していくとい

うことであり、本当に初めての方が後見業務を行いますので言葉一つとっても介護等にお

いて言ってはいけないことを言ってしまうということもあります。例えば、認知症の方に

対して粗末な言葉でいう場合や友達扱いのような言葉を使う場合もありますが、そういっ

たことについてもスキルアップを図る必要があります。市民後見人の方が中心となり活動

を支えていますので、ここの部分の強化を図っていかなければならないと考えています。  
また、現在、小樽市では、センターの事務局職員は補助的な役割を担っていますが、国

が求めている市民後見人は本当に専門職と同等の市民後見人を想定しており、市民後見人

が直接に受任するようなことを目指している面がありますので、小樽市の市民後見人は今

後どういった方向で進んでいくべきなのかということについて検討していくことが必要で
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あると考えています。 
  市民周知はもとより、特に施設に従事する職員に対しさらに周知の必要性があります。

これは、どこの市町村もそうであるかと思いますが、施設に入っている高齢者の金銭管理

は必ず問題になります。認知症で特別養護老人ホームに入る方の金銭管理等はほとんど施

設の人が行っているかと思います。おそらく、成年後見センターができた際、その施設の

職員はこれからこういう業務をやらなくていいのだ、センターで後見人がついてやってく

れるのだと思っていろいろと開設当初は相談に来ましたが、実は施設に入っている高齢者

に対して後見人を付けるとなると何百人、何千人の世界になりますので実際不可能です。  
現在、我々は施設の職員に対して、現在は在宅の困っている方を中心に展開していきた

いと考えており、施設でできる部分に関しては今までどおり金銭管理を行ってくださいと

お願いしています。特養は社会福祉法人が運営しているので、それなりの金銭管理への体

制は確立されていますが、グループホームについては、介護保険制度ができた平成１２年

頃からできたものですので、なかなか金銭管理がうまくできていない部分があります。市

としてもそういうコメントは出していかなければならないと考えています。 
 
 
＜質疑応答＞ 

 
  質疑 
  資料では、２８人が市長申し立てをされているかと思いますが、御親族がいないために

申し立てを市長が行わなければない方が２８人いるという理解でよいでしょうか。また、

我が市では市長申し立てがほとんどありません。私が議員になって、この首長申し立ての

件数を調べ始めたときはずっと０件という状況でした。この点についてはどのような努力

をしているのですか。 
 
  回答 
  成年後見センターの開設以前は同様に１件や０件でした。市長申し立てを受けるのが福

祉部の相談室というところですが、十分に機能しておらず、制度の理解も十分ではありま

せんでした。市長申し立てを行う方は、親族やまわりにも申し立てをする人がいない方で

す。 
そういう方が潜在的にいるにもかかわらず、市長申し立てに結びつかないと後見に結び

つかないわけですので、市長申し立てが小樽市においてもなかったということは、家裁に

後見を申し立てる人は専門職経由でしか申し立てられない状況であったということになり

ます。 
 
 

 - 14 -



  質疑 
  成年後見センターの設置により利用の向上につながったということですか。また、経済

的に苦しい方への費用助成について、実績はどうなっていますか。 
 
  回答 
  明確な数は現在お答えできませんが、結構あると認識しています。市長申し立てをしな

いで利用支援事業を使うとなると、親族申し立てとなりますが、親族が申し立てる人は低

所得者にはいません。財産がある人は親族申し立ての対象になります。市長申し立ての件

数が無いということがすなわち利用支援事業につながらないという面もあるかと思います。 
 
  質疑 
  制度を知らない人やそこまでつながってこない人たちの掘り起しに向けてのネットワー

ク化というのはどうでしょうか。 
 
  回答 
  特に明確にネットワークとしてこういうのがあるということは言えませんが、地域包括

支援センターがいろいろと地域に入り高齢者相談等を受けています。我々としては、例え

ば民生委員等へ町内会の方で気になる高齢者等がいれば包括支援センターに相談するよう

周知しています。包括支援センターは情報があれば見に行きます。包括支援センターと市、

事業所のケアマネージャー等を呼んで状況等について確認します。そして、市として入っ

た方がよいのか、入らずに様子を見た方がよいのかということは、ケア会議のようなもの

を開いています。その人によって医者や看護師が入らなければならないとか、一番知って

いるのはスーパーの店員さんだとか、いろいろな人がいますので、その都度ケア会議のメ

ンバーは変わります。 
 
 
  質疑 
  地域包括支援センターは市内にいくつありますか。 
 
  回答 
  ３つです。 
 
  質疑 
  職員体制はどうなっていますか。 
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  回答 
  市民ケアマネージャー、社会福祉士、看護師が二人ずつ配置されていますが、人員とし

ては厳しいです。 
 
 質疑  

  ３カ所の地域包括支援センターはどこに置かれていますか。 
 
  回答 
  社会福祉協議会と社会福祉法人です。中部地域包括支援センターと成年後見センターが

同居しており、町の中心の商店街の空き店舗に置いています。 
 
  質疑 
  市直営の包括はありますか。 
 
  回答 
  ありません。委託のみです。 
 
  質疑 
  困難事例が増加していくと、いくら包括支援センターにお願いしていても困難事例は直

接市へ関わってくる部分が増えていくかと思いますが、包括支援センターでは対応しきれ

ないものを市の所管の課が対応している状況ですか。 
 
  回答 
  市が直接対応することもときにはあります。しかし、基本的には地域包括支援センター

と一緒に対応を検討しています。市がやるものとセンターがやるものを厳密には区分でき

ないことが多いため、基本的には困難事例等についてはセンターとともに対応します。 
 
  質疑 
  相談件数が３３６件とあり、その内の受任に結びつく数が１割程度ということですが、

どういった相談が多いのですか。 
 
  回答 
  基本的には、どうしようもないケースについて後見受任に結びつけることになります。

相談に来る方の目的はどうなのかということとを考慮しながら対応しています。 
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  質疑 
 財産が一定以上ある方に対しては、こういった制度は必要であると思いますが、生活保

護世帯や低所得者の方が成年後見を利用されるケースというのは主にどのようなことで利

用されるのですか。 
 
 回答 
 生活保護費がその人の生活に使われていない場合等です。例えば、息子さんと同居して

いて、生活保護費が親に出ている場合、その生活保護費を息子が使ってしまって本人の生

活に使われていないケースもあります。その際に、虐待の疑いが生じてきます。この世帯

は親への経済的虐待にあたることからこの世帯を分離させて親をどこかの施設に入れるこ

とを検討し、その際、親の金銭はだれが管理するのかということについては、後見人を付

けて対応するという判断をすることもあります。 
また、自分の所有しているお金が、自分へうまく使われていないケースというのは、低

所得者の方においては割りと多い状況です。例えば、認知症の方が一人で住んでいても、

公共料金を滞納して止められている場合もあります。その人をそのままにしていたら生活

が成り立ちませんので、市長申し立てでまず申し立てを行い、後見人を付けて金銭を管理

させます。 
 
  質疑 
  それをやっていると、非常に多い数を対応することにならないですか。比較的、生活保

護世帯の中で、我々が見聞きする世帯の中には金銭管理のルーズな方が結構いると感じて

います。その生活状況の情報はどのように把握していますか。 
 
  回答 
  近所の方や民生委員、介護事業所等から情報提供があります。誰かが入っていればわか

ります。 
 
 
  質疑 
  市民後見人の方は、家裁からの選任にはなっていませんが、どういう業務を行うのです

か。 
 
  回答 
  基本的には金銭管理を行います。施設へ入った方の金銭管理というのは、ある程度決ま

った額が決まった形で出ますので、１カ月に１、２度施設を訪問すると金銭管理も行えま

す。家裁に選任されるのはあくまでも後見センターが対象です。後見センターが選任され、
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センターが責任をもって市民後見人に業務をお願いします。 
 
  質疑 
  市民後見人の方が、一人で行えそうな方を被後見人として選ぶということでよいですか。 
  
  回答 
  事務局の専門職と後見人がセットで対応しますが、簡単な場合は、２人や４人を担当し

ている市民後見人の方もおり、力量の差等も考慮しながらお願いしています。 
 
  質疑 
  ある程度、事務局の職員が市民後見人の方の担当について配慮しているという理解でよ

いですか。 
 
  回答 
  設立当初は後見センターでいわば何でも受けていました。非常に困難な事例も受けてお

り、対応ができないような状況もありましたが、現在は難しい事例については、家裁にお

いて専門職に振ってもらい、なるべく簡単な事例を後見センターが受ける形にしています。

センターに専門職がいるといっても、社会福祉士であり、弁護士や司法書士がいるわけで

はありませんので、高度に専門的な知見を要する事例については、そういった方へ振って

います。 
 
  質疑 
  市民後見人の養成講座を実施されているが、どういう経歴の方が多いのですか。やはり

福祉関係の方等が多いのでしょうか。 
 
  回答 
  そういったことはありません。多くは定年退職された方で、何か活動をしたいという方

や主婦の方が多いです。女性の方が少し多いと感じています。 
 
  質疑 
  運営にあたり、相談者や相談対象者の方の居住地等はどこでもよいという姿勢で行って

いますか。例えば、資料を参考に、ニューヨークに住んでいる方が石狩市に住んでいる方

の相談をするということもありうるということですか。 
 
  回答 
  そういったケースは少ないと思いますが、無くはないかと思います。ただ、基本的には、
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相談者又は相談対象者の方が６市町村にいるということを想定しています。 
 
  質疑 
  所沢市は人口が約３４万人で高齢化率が２割弱程度ですが、高齢者の単独世帯が増加し

ています。そのため、こういった取り組みへの潜在的な需要はかなりあると感じています。

小樽市は高齢化率が約３、４割ということですが、単身高齢者世帯は増えていますか。 
 
  回答 
  はい、かなり増加しています。 
 
  質疑 
  北海道という地域的なものもありますか。 
 
  回答 
  周りの自治体を見ても、親と同居している方は少ないと思います。世の中がそういった

方向になっているのかとは思いますが、小樽市においては、雇用の場が十分にはないとい

う状況等もあり、出ている方も多いかと思います。単身世帯や高齢者世帯、老老介護等も

多い状況です。行くところまでいけば、認知症の方同士での介護といった状況も生じてい

る状況です。介護保険の認定において、介護度を判定する際、資料を見ると本当にこの世

帯の生活は成り立っているのかと思うことも多々あります。 
 
  質疑 
  余市町や積丹町や古平町等も単身高齢者は多いという気がしますが、どういった状況で

すか。 
 
  回答  
  昔からの漁船や農村であり、こちらの自治体においては強固な近所付き合いがあるよう

です。そのため、近所の人が親切心から金銭的な管理といったことまで行っている状況も

あるようです。しかし、こういった対応では、何かの拍子に親切心から対応している方に

対して窃盗等への疑念を抱いてしまえば、双方の関係性は崩れ、もう一切そういったこと

は行えなくなってしまいます。そのため、制度として後見を考えることは重要です。 
 
  質疑 
  この市町村別の数字を見ると、小樽市以外はあまり相談件数がありませんが、後見人制

度への認知度の違いもあるのでしょうか。 
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  回答 
  あると思います。そのため、後見センターの職員が研修会に出かけ、後見制度について

ご説明しています。ただ、小さい町村であれば、職員がある程度高齢者の方の状況につい

て把握している面がありますので、本人や家族から申し出等がなくても、職員がある程度

状況を把握している部分がありますので、職員から相談を行っていくこともあります。 
 
  質疑 
  各市町村から負担金がありますが、財源はどうなっていますか。 
 
  回答 
  介護保険の地域支援事業というものがありますが、地域支援事業の任意事業において後

見制度の予算を使えるので、この事業に係る当市の一般会計からの財源負担は、事業費の

約２割です。 
  
  質疑 
  一時、成年後見人制度でトラブルが結構あったかと思いますが、今現在そういったトラ

ブル等はありませんか。 
 
  回答 
  実は一番そこが心配するところです。通帳の管理は市民後見人には預けません。必ず、

センターで保管し、引き出すときにはセンターから通帳を渡し、確認しながら対応してい

ます。 
 
 
 
  以上で小樽市の質疑応答を終了し、近藤副委員長の挨拶の後、小樽市議会の議場を見学

し、小樽市の視察を終了した。 
 
 

 - 20 -


